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第 51回調査では、定点調査として「勤労者の景況感や物価、仕事と生活に関する意識」のほか、準定点調査として「家

計の経済状況」「中期的な景気、雇用情勢などの見通し」、トピックス調査として「職業能力開発・教育訓練に関する意

識と実態」「社会保障制度への信頼度、給付と負担に関する意識」「2026年衆議院選挙における投票行動と支持政党」の

項目を取り上げた。調査対象および集計対象は、全国に居住する 20代から 60代前半までの民間企業に雇用されている人

4,190名である。なお、過去調査との時系列比較が可能となるよう、首都圏・関西圏 2,000名を基本に公表資料を作成

し、併せて地域ブロックの分析も掲載した。 

※勤労者短観 : 景気動向や仕事と暮らしについての勤労者の意識を、アンケート調査によって、定期的に把握するとと

もに、勤労者の生活の改善に向けた政策的諸課題を検討するための基礎的資料を得ることを目的としている。2001 年 4 

月に第１回調査を開始して以来、毎年 4月と 10月に定期的に調査を実施。2011年 4月実施の第 21 回調査より、調査対象

者を拡大するために、従来の郵送モニター調査からインターネットによるＷＥＢモニター調査に切り替えている。 

 

《調査結果のポイント》 

◆ 「１年前と比べた景気認識」は悪化 

◆ 「賃金の増加幅が物価上昇幅より小さい」は全体で６割弱、50代以上で７割弱 

◆ 「１年前と比べた賃金収入」は正社員、非正社員ともに減少 

◆ 過去１年間の世帯収支が＜赤字＞とする割合は１／４ 

◆ 世帯収入減少を見込む層の８割弱が支出を切り詰め 

◆ ３年後の物価は＜上がる＞が７割、依然として高水準 

◆ OJT、OFF-JT、自己啓発の取り組み割合は、いずれも正社員が非正社員を大きく上回る 

◆ 職業能力開発や自己啓発に取り組む目的・理由は「自分の仕事をよりよくこなすため」が最多 

◆ 教育訓練により将来のキャリア見通しが＜ある程度以上改善＞した割合は、若年層で高く、非正社員で低い 

◆ 各社会保障制度で＜信頼できない＞が＜信頼できる＞を上回る 

◆ 社会保障の給付水準維持のための負担増加を容認する人は約１／４ 
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